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第１編 計画の策定にあたって 

１．計画策定の趣旨 

わが国の合計特殊出生率は近年急激に低下し、平成17年には1.26まで落ち込みました。

その後ゆるやかに上昇し、平成 26 年には 1.42 まで持ち直したものの、引き続き低い水準

で推移しています。急速な少子化の進行に伴う少子高齢化によって、労働力の減少や地域

社会の活力低下、社会保障費の負担増大に加え、子供同士のふれあいの減少から自主性や

社会性が育ちにくくなるといった、様々な影響が懸念されています。 

そうした中、国では平成元年の「1.57 ショック」を契機に少子化を問題と認識し、平成

６年に国や地方自治体だけでなく企業や地域社会を含む社会全体で子育てを支援していく

ことをねらいとした「エンゼルプラン」を策定、また平成 15 年には地方自治体及び事業主

が子育て支援に係る行動計画を策定・実施していくことを定めた「次世代育成支援対策推

進法（以下「次世代法」という。）」を制定して、より重点的に対策の推進に取り組むこと

としました。続いて平成 24 年８月に成立した子ども・子育て関連３法（「子ども・子育て

支援法」、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律」、「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律」）に基づき、幼児教育・保育・地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する

新たな制度（以下「新制度」という。）が平成 27年度から施行されました。 

本市においては、次世代法に基づき「西宮市次世代育成支援行動計画（以下「次世代計

画」という。）」を策定し、前期計画（平成 17 年度～平成 21 年度）、後期計画（平成 22 年

度～平成 26 年度）を通じて、世帯の小規模化やそれに伴う子育てに不安を抱える保護者へ

の対応、保育所等待機児童対策や子供の安全確保等、本市における諸問題や課題に対し、

総合的・一体的な施策の展開を図ってきました。続く平成 27 年度から開始する新制度に伴

い、「西宮市子ども・子育て会議」を立ち上げ、有識者や子育て当事者・子育て支援当事者

等と共に、平成 27 年度から平成 31 年度を計画期間とする「西宮市子ども・子育て支援事

業計画（以下「事業計画」という。）を策定しました。事業計画は、潜在ニーズを含め地域

の保育需要等を踏まえた各種子育て支援事業の需給計画であり、保育の量的拡充と質の向

上等を目的としています。 

次世代法が平成 27 年４月から 10 年間延長され次世代計画の策定が任意とされたことか

ら、本市では次世代計画後期計画を延長し、事業計画と並行して施策にあたってまいりま

した。この度、平成 29年度の事業計画の中間見直しにあわせて２つの計画を統合し、平成

36 年度までの市の子育て支援施策の方向性や目標を示す新しい計画（以下「新プラン」と

いう。）を策定するものです。 
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２．計画の位置付け 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第 61 条に基づく法定計画及び、「次世代育成支援対

策推進法」第８条第１項に基づく市町村行動計画として策定します。 

 策定にあたっては、国の策定指針及び本市の現状と課題に基づき、西宮市幼児期の教育・

保育審議会での答申※1、西宮市子ども・子育て会議での意見、次世代計画の評価などを踏

まえたものになっています。 

また、本市の最上位計画である「西宮市総合計画」※2の部門別計画とし、「西宮版総合戦

略」や各部門別計画との整合を図るとともに、「母子保健計画」や「放課後子ども総合プラ

ン」、「子供の貧困対策計画」を包含するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

西 宮 市 第 ４ 次 総 合 計 画 

部 門 別 計 画 

西宮版総合戦略 整合 

○子ども・子育て支援事業計画 

○次世代育成支援行動計画 
“新プラン” 

母子保健計画  放課後子ども総合プラン 

子供の貧困対策計画 

子ども・子育て支援 

関連３法 

次世代育成支援 

対策推進法 

根拠法令 

整合 

○西宮市地域福祉計画 

○西宮市障害福祉推進計画 

○西宮市勤労者福祉推進計画 

○西宮市男女共同参画プラン 
・
・
・ 

※１ 「幼稚園と保育所、公立と私立、家庭と地域における子育ての役割について」等の６つの諮問項目につい

て、平成 22 年７月から３か年にわたり審議を行いました。 

※２ 本市の長期的なまちづくりの基本的方向と事業、施策を総合的、体系的に示し、市政の指針となる市の最

上位計画（計画期間は平成 21 年度から平成 30 年度まで）。 
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３．計画の策定体制 
本計画の策定にあたっては、「西宮市子ども・子育て会議」及び「西宮市社会福祉審議会

児童福祉専門分科会」において審議を行い、計画内容の検討を行いました。 

また、平成 28 年９月に「西宮市子ども・子育て支援のためのアンケート調査」を実施し、

子育てに係る課題やニーズの把握に努めると共に、計画素案の立案に際しパブリックコメ

ントを実施し市民の皆さまからのご意見を募りました。 

 

４．計画の対象・期間 

本計画の対象は、市内に住むおおむね 18 歳未満のすべての子供とその家族、地域住民、

事業主とします。 

本計画の期間は、平成 30 年度から平成 36 年度の７年間とします。また、事業計画の第

２次計画の期間にあたる平成 32 年度から平成 36 年度の「教育・保育」、「地域子ども・子

育て支援事業」の量の見込みについては、平成 31 年度に設定を行います。 

 

 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 

西宮市 

次世代育成支援 

行動計画 

（後期計画） 

    

 

       

西宮市 

子ども・子育て 

支援事業計画 

           

 

  

 ～H27.3 まで  延長 

H27.4～H32.3 

 新プラン（H30.4～H37.3） 
（H32～H36 の量の見込みは H31 に設定） 

中 

間 

見 

直 

し 
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第２編 子ども・子育てを取り巻く本市の現状 

１．人口の動向 

（１）人口の推移と将来予測 

 本市の人口の推移と将来予測をみると、「総人口」は微増傾向にあり、平成 28 年で 488,874 人

となっています。一方、「就学前児童数（０～５歳児）」は、平成 18 年をピークに減少傾向にあり、

平成 28 年で 26,995 人となっています。また、平成 29 年以降も「総人口」は微増傾向、「就学前

児童数」は減少傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市の児童数の推移と将来予測をみると、「就学前児童」と同様に「小学生」、「中学生」とも、

今後は減少傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総人口「西宮の統計」（平成 28 年まで）、「西宮市将来人口推計（平成 24 年６月）」（平成 29 年以降）、 

   就学前児童数「西宮市教育委員会資料」（平成 28 年まで）、「西宮市こども支援局資料」（平成 29 年以降） 

390,389

471,572

488,874

491,000
42,027

21,452

29,737

26,995

24,202

20,000
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30,000

35,000

40,000

45,000

300,000

350,000

400,000

450,000
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550,000

S52 S55 S58 S61 H1 H4 H7 H10 H13 H16 H19 H22 H25 H28 H31

（人）（人）

推計人口

就学前児童数

図表 2-1-1 人口と就学前児童の推移と将来予測（西宮市） 

資料：就学前児童数「西宮市教育委員会資料」（平成 28 年まで）、「西宮市こども支援局資料」（平

成 29 年以降）、小学生、中学生「兵庫県学校基本調査」（平成 28 年度まで） 

28,745 28,468 28,372 28,065 27,551 27,287 26,995 25,566 24,880 24,202

29,927 29,844 29,316 29,123 28,890 28,617 28,330 28,476 28,360 27,980

14,362 14,894 15,134 15,421 15,297 15,320 14,982 15,097 14,689 14,617

0

20,000

40,000

60,000

80,000

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

（人）

就学前児童 小学生 中学生

図表 2-1-2 児童数の推移と将来予測（西宮市） 
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（２）人口構造 

 本市の年齢別の人口の推移をみると、「０～14歳」の人口割合の減少スピードは全国平均

と比較すると遅く、平成７年から平成 28年までほぼ横ばいの状態です。しかし、65 歳以上

の人口割合は年々増加しており、全国平均と同様に高齢化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別の人口構成をみると、男女ともに 40 歳から 49 歳（昭和 41 年～50年生まれ。以降、

団塊ジュニア世代。）が多く団塊の世代を上回っている状況です。これは震災後急激に人口が

増加したことによるものと示唆され、西宮市特有の人口構造となっています。 
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05,00010,00015,00020,00025,000
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15-19歳
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30-34歳

35-39歳

40-44歳

45-49歳

50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75-79歳

80-84歳

85-89歳

90歳以上

平成27年

男性

資料：国勢調査（平成 27 年まで）、 

「住民基本台帳（９月末）」（平成 28 年）、 

「西宮市の将来人口推計（平成 24 年６月）」（平成 31 年） 

図表 2-1-3 年齢別の人口の推移（西宮市） 図表 2-1-4 年齢別の人口の推移（全国） 
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資料：国勢調査（平成 27 年まで）、 

総務省統計局「人口推計（10 月１日）」（平成 28 年）、 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計 

（平成 24 年１月推計）」（平成 31 年） 

資料：国勢調査（年齢不詳を除く） 

図表 2-1-5 年齢別人口構成（西宮市） 
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（３）出生の動向 

 本市の合計特殊出生率は微増傾向にあり、平成 25 年度までは全国を下回っていましたが、

平成 26 年度以降は全国平均と同程度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子育て世帯の転出入の状況を追加 

■母親の年齢別・居住年数別の推移を追加 
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1.42 
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1.40
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Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

西宮市 全国

図表 2-1-6 合計特殊出生率の推移 

資料：西宮市保健所、西宮市健康福祉局資料、全国「人口動態統計（厚生労働省）」 
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（４）世帯（家族）や就労の状況 

 本市の世帯数と一世帯あたりの人数をみると、世帯数は年々増加している一方で、一世帯

当たりの人数は年々減少しています。また、本市の世帯の家庭類型別割合をみると、「ひとり

親と子供」、「単独世帯」は増加傾向となっており、世帯の小規模化や核家族化がさらに進ん

でいることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子供のいる夫婦世帯のうち、就業している世帯割合の推移をみると、共働き世帯の割合は

増加傾向にあり、平成 27 年では 50％を超えているものの、全国平均よりは低くなっていま

す。 
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図表 2-1-8 世帯数と一世帯あたりの人数（西宮市） 図表 2-1-9 世帯の家庭類型別割合（西宮市） 
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資料：国勢調査 資料：国勢調査 

図表 2-1-10 子供のいる夫婦世帯のうち就業している世帯割合（西宮市） 

資料：国勢調査 
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２．ニーズ調査からみる子育ての状況 

 

調査の名称 西宮市子ども・子育て支援のためのアンケート調査 

調査の目的 
市の子育て支援政策の総合的な推進にあたり、本市における子育て支援に関

するご意見等を把握し、基礎資料とすることを目的に実施 

調査設計 

調査対象 

就学前児童：平成28年８月現在、西宮市に住んでいる就学前

児童の保護者から無作為に抽出 

小  学  生：平成28年８月現在、西宮市に住んでいる小学生

の保護者から無作為に抽出 

調査期間 平成 28 年９月９日～９月 23 日 

調査方法 
調査票による本人記入方式 

郵送配布・郵送回収による郵送調査法 

 

（１）子育ての不安や負担等 

 子育てに関して不安や負担等を感じるかについて、就学前では『感じる』（「非常に不安や負担

等を感じる」と「なんとなく不安や負担等を感じる」の合計）が今回調査で 50.4％となっており、

平成 25 年調査の 55.5％、平成 21 年調査の 54.9％を下回っています。小学生も同様に『感じる』

が今回調査で 49.0％となっており、平成 25 年調査の 53.2％、平成 21 年調査の 51.8％を下回っ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.5 

9.4 

9.4 

39.5 

43.8 

42.4 

35.2 

31.4 

29.7 

5.3 

6.9 

5.5 

10.6 

8.6 

13.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（平成28年）

平成25年調査

平成21年調査

非常に不安や負担等を感じる なんとなく不安や負担等を感じる
あまり不安や負担等は感じない まったく感じない
なんともいえない

7.4 

7.1 

9.6 

43.0 

48.4 

45.3 

33.8 

29.9 

28.2 

6.1 

5.0 

3.9 

9.9 

9.6 

13.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（平成28年）

平成25年調査

平成21年調査

非常に不安や負担等を感じる なんとなく不安や負担等を感じる

あまり不安や負担等は感じない まったく感じない

なんともいえない

図表 2-2-1 子育てに関する不安や負担を感じるか（就学前） 

図表 2-2-2 子育てに関する不安や負担を感じるか（小学生） 
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16.7 

13.8 

65.9 

66.2 

14.3 

16.0 

2.2 

1.6 

0.9 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(就学前 N=3,458)

(小学生 N=1,214)

とてもそう思う そう思う あまり思わない まったく思わない 不明・無回答

15.1 

12.4 

61.9 

63.9 

18.8 

19.1 

3.1 

2.2 

1.1 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(就学前 N=3,458)

(小学生 N=1,214)

とてもそう思う そう思う あまり思わない まったく思わない 不明・無回答

（２）子育て全般 

 子供にとって住みやすいと思うかについては、『思う』（「とてもそう思う」と「そう思う」の合

計）が就学前では 82.6％、小学生では 80.0％といずれも８割を超えて高くなっています。 

 子育てしやすいまちだと感じるかについては、『思う』（「とてもそう思う」と「そう思う」の合

計）が就学前では 77.0％、小学生では 76.3％といずれも 7割を超えて高くなっています。 

 子育て支援でもっと力を入れてほしいことについて、就学前では「子育てにかかる経済的負担

の支援」が 55.6％、「安心して遊べる場や公園の整備」が 43.8％、「出産後に安心して就職・復職

できるための保育所の確保」が 41.4％で高くなっており、小学生では「子供が安心して遊べる場

所づくり」が 63.4％、「子供への犯罪を防ぐ対策」が 42.5％、「子供が事故にあわないための安全

な環境」が 40.4％で高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 2-2-3 子供にとって住みやすいと思うか 

図表 2-2-4 子育てしやすいまちだと感じるか 
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23.7 

3.4 

17.8 

41.4 

25.7 

17.4 

32.2 

43.8 

13.0 

4.2 

9.5 

31.3 

37.3 

13.0 

28.1 

2.7 

3.8 

55.6 

8.2 

2.1 

11.0 

0.0 20.0 40.0 60.0

安心して出産できる医療体制

出産に向けた準備教室・講座

産後の母の心身ケアや授乳等の指導を行うケア施設

（宿泊や日帰り等）

出産後に安心して就職・復職できるための保育所の確保

残業時間の短縮や休暇、育児休業、介護休暇の

取得促進等企業に対する働きかけ

親子が安心して集まれる身近な交流の場や機会の提供

安心して子供が医療機関にかかれる体制の整備

安心して遊べる場や公園の整備

親子で楽しめる音楽や芸術等の文化事業

子供の障害に関する支援体制や相談窓口

子供の発達や発育に関する支援体制や相談窓口

子供が事故にあわないための安全な環境の整備

保育所への入所の支援や情報提供

子育てに困った時に相談でき、情報が得られる場の整備

認可保育所等の一時預かり

（低料金化、実施場所の増設、障害のある子供の利用等）

子育てサークルへの支援

子供に関する行政サービスの総合窓口

子育てにかかる経済的負担の支援

家事・育児支援サービス（ヘルパー派遣等）

その他

不明・無回答

（全体 Ｎ＝3,458）
（％）

【出
産
前
後
】

【健
や
か
な
子
供
の
育
ち
】

【子
育
て
家
庭
へ
の
支
援
】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 2-2-5 子育て支援でもっと力を入れてほしいこと（就学前） 
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40.3 

63.4 

33.9 

14.8 

4.9 

8.2 

42.5 

40.4 

11.6 

18.2 

16.8 

13.1 

13.2 

11.9 

11.0 

37.6 

6.0 

14.4 

24.4 

2.4 

2.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

安心して子供が医療機関にかかれる体制の整備

子供が安心して遊べる場所づくり

豊かな自然が十分にあって、自然とふれあう

外遊びができる場の整備

親子で楽しめる音楽や芸術等の文化事業

子供の障害に関する支援体制や相談窓口

子供の発達や発育に関する支援体制や相談窓口

子供への犯罪を防ぐ対策

子供が事故にあわないための安全な環境

子供の健全な職業観を育むための社会や企業の

職場体験

子供の健やかな体を育むスポーツ活動

外国人との国際交流の機会

子供が参加しやすいボランティア等の社会奉仕

活動

市内の自然環境を活かした体験活動・野外活動

子供自身が将来、子供や家庭を持つことの大切さを

理解できるような取り組み

子育てに困った時に相談でき、情報が得られる場の

整備

教育や子育てにかかる経済的負担の支援

家事・育児支援サービス（ヘルパー派遣等）

留守家庭児童育成センター

放課後の学習支援

その他

不明・無回答

（全体 Ｎ＝1,214） （％）

【健
や
か
な
子
供
の
育
ち
】

【子
育
て
家
庭
へ
の
支
援
】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 2-2-6 子育て支援でもっと力を入れてほしいこと（小学生） 
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（３）地区別の状況 

 子育てしやすいまちだと感じるかについて小ブロック別にみると、就学前では「広田２」「浜脇

１」「浜脇２」「上甲子園」「鳴尾１」「鳴尾２」で『思う』の割合が高くなっています。小学生で

は「山口」「広田１」「浜脇１」「浜脇２」「上甲子園」「鳴尾２」で『思う』の割合が高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

塩瀬 

72.2％ 
山口 

78.1％ 

大社１ 

76.0％ 

大社２ 

69.8％ 

浜脇１ 

77.7％ 

浜脇２ 

86.1％ 

上甲子園 

79.1％ 

鳴尾１ 

72.9％ 

鳴尾２ 

100.0％ 

甲東１ 

76.1％ 

甲東２ 

76.3％ 

(全体割合と同じ) 

広田２ 

68.8％ 

広田１ 

80.0％ 

小学生 

『思う』の割合：76.3％（全体） 

図表 2-2-7 子育てしやすいまちだと感じるか（小ブロック別） 

※    は全体よりも割合の高いブロック、    は全体よりも低いブロック   



 

13 

第３編 計画の基本的な考え方 

１．基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

２．基本的な視点 

（１）すべての子供が健やかに成長する社会をめざします 

 

 

 

 

 

（２）すべての子供の幸せを第一に考えます 

 

 

 

 

 

 

（３）子育てが楽しく思えるまちをめざします 

 

 

 

 

 

  

●しっかりとした愛着形成がなされ、豊かな自然環境・文化的環境など周囲の環

境と関わり合う中で、協調性・夢・希望を育み、出会いを喜び、感謝の気持ち

を持って、主体的に生きていく力を培います。 

●社会の希望であり、未来をつくる存在である子供が自身の幸せを実感できるよ

う、すべての子供の幸せを第一に考えたまちづくりを進めます。 

また、子供の権利や利益を尊重し、乳幼児期から青年期における個々の成長・

発達に応じた育ちや個性を踏まえた取り組みを進めていきます。 

●子育て家庭の精神的な不安、肉体的・経済的な負担、子育てと仕事の両立の大

変さ、孤立感など、子育てを取り巻く不安や負担を理解した上で、すべての子

育て家庭を支え、子育てをすることが楽しく思えるまちをめざします。 

基本理念 

子供が輝くまち・人にやさしいまち にしのみやへ 
～ 子育てするなら 西宮 ～ 
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（４）まち全体で子供を育みます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●保護者が子育てを第一義的に担うことを踏まえ、多様な家庭形態に配慮しつ

つ、子供の成長をともに喜び、安心して子育てができる環境づくりや子供の居

場所づくりをまち全体で協力しながら進めていきます。 

また、まちを構成している家庭、地域、学校、企業、行政などがそれぞれの役

割をしっかりと果たし、連携するとともに、子供たち自身が参画する機会をつ

くり、まち全体で子供を育みます。 

基本目標１ 

すべての子供の健やかな 

育ちを支えるまちづくり 

基本目標２ 

すべての子育て家庭 

を支えるまちづくり 

基本目標３ 

社会全体で子供・子育て 

を支えるまちづくり 



 

15 
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第４編 計画の施策内容 

１．施策体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子
供
が
輝
く
ま
ち
・
人
に
や
さ
し
い
ま
ち 

に
し
の
み
や
へ 

～ 

子
育
て
す
る
な
ら 

西
宮 

～ 

１ 

すべての子供が健や

かに成長する社会を

めざします 

２ 

すべての子供の幸せ

を第一に考えます 

３ 

子育てが楽しく思え

るまちをめざします 

４ 

まち全体で子供を育

みます 

１ すべての子供の 

健やかな育ちを 

支えるまちづくり 

２ すべての子育て 

家庭を支える 

まちづくり 

３ 社会全体で 

子供・子育てを 

支えるまちづくり 

基本的な視点 
 

基本目標 
 

基本理念 
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１ 教育・保育の充実 

重点施策 
 

基本施策 
 

（１）乳幼児期の教育・保育環境の充実 

①保育所の待機児童の解消 

②教育・保育の質の向上 

（２）子供の生きる力の育成 

（３）子供の健全育成の推進 

①放課後の居場所づくり 

②体験・交流機会の創出 

（４）青少年の育成支援の充実 

（１）妊娠期・出産、乳児期における支援 

①安心して妊娠・出産できる環境の整備 

②乳児期の健やかな育ちの確保 

（２）子育て支援・相談体制の充実 

①子育て支援サービスの充実 

②保育サービスの充実 

③相談体制、情報提供の充実 

④親同士の交流機会の確保 

（３）家庭の教育力の向上 

（４）子育て家庭への経済的支援の充実 

（５）社会的な支援が必要な子供・家庭への支援 

①子供の貧困対策及びひとり親家庭支援

の充実 

②児童虐待防止対策の充実 

（１）地域教育力の向上 

（２）ワーク・ライフ・バランスの推進 

①働きやすい職場環境づくりの推進 

②子育て世代への就労支援 

（３）安心・安全な子育て環境の整備 

①子供の安全対策の充実 

②子育てしやすいまちづくりの推進 

２ 放課後の子供の

居場所の充実 

３ 障害のある子供

への支援の充実 

４ 妊娠期から子育

て期にわたる切

れ目ない支援 

５ 地域の子育て支

援の充実 

６ 社会的な支援が

必要な子供・家庭

への支援 

７ ワーク・ライフ・

バランスの推進 
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２．重点施策 
  次世代計画及び事業計画における国の基本指針に基づくすべての施策から、本市の子育

て支援施策における“現状・課題”、“子ども・子育て会議等での意見”、平成 28 年９月に

行った“アンケート調査結果”を踏まえ、計画期間内（平成 30 年度～平成 36 年度）によ

り重点的に取り組むべき施策を「重点施策」に位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

教育・保育の 

充実 

地域の子育て 

支援の充実 

障害のある 

子供への 

支援の充実 

放課後の 

子供の居場所 

の充実 

社会的な支援が 

必要な子供・ 

家庭への支援 

妊娠期から 

子育て期に 

わたる 

切れ目のない 

支援 

 

ワーク・ 

ライフ・ 

バランスの 

推進 

重点施策

の推進 
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（１）教育・保育の充実 

１ 教育・保育の充実 

 

 

 

 

 ○保育需要は近年急激に増大し、平成 29 年４月１日現在の厚生労働省の定義に基づく待機

児童数は 323 人、希望どおり入所できなかった方は 830 人と過去最大となっています。 

 ○保育需要が増大する一方で、就学前児童数は減少傾向にあることから、保育所や幼稚園

のニーズなどについて、中・長期的な将来推計を行い、施設の適正配置に関する方針や

公立施設のあり方などを示していくことが求められます。 

 ○待機児童対策として開設を推進してきた地域型保育事業については、保育士、保健師、

栄養士による施設巡回で安全性などの助言・指導を行うほか、指導監査、職員研修など

事業者へのきめ細かな支援を行い、保育の質の担保に努めます。 

○子供が病気の際に安心して預けられるよう病児保育施設の地域偏在の解消や平成28年度

から実施している訪問型病児・病後児保育利用料金助成制度の周知を図る必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

  

2,913
4,762

7,261

7,481

10,035
8,243 

12,867

14,720
10,976 

13.00%

15.67%

28.65%

32.16%

34.06%

31.13%

10%

13%

15%

18%

20%

23%

25%

28%

30%

33%

35%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

保
育
需
要
率
と
幼
稚
園
入
園
率

就
学
前
児
童
の
状
況
（
人
）

保育所等入所数 幼稚園等入園数 在家庭等

保育需要率 幼稚園需要率

現 状・課 題 

図表 4-2-1 保育需要率及び幼稚園入園率と就学前児童の推移（西宮市） 

資料：西宮市こども支援局「保育所入所数」（4/1 現在）、西宮市教育委員会「就学前児童数」「幼稚園在籍児童数」（5/1 現在） 

   ※１ 保育需要率：「認可保育所、保育ルーム、家庭保育所、小規模保育施設の入所数＋待機児童数」÷「就学前児童数」 

   ※２ 幼稚園入園率：「幼稚園在籍児童数」÷「就学前児童数」 
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満足 やや満足 やや不満 不満

49 144 141 160
9.9            29.1           28.5           32.4           

5               10             11             25             
9.8            19.6           21.6           49.0           

2               8               10             11             
6.5            25.8           32.3           35.5           

3               9               8               6               
11.5           34.6           30.8           23.1           

4               4               7               4               
21.1           21.1           36.8           21.1           

5               21             18             14             
8.6            36.2           31.0           24.1           

3               11             8               13             
8.6            31.4           22.9           37.1           

5               6               9               10             
16.7           20.0           30.0           33.3           

1               6               13             4               
4.2            25.0           54.2           16.7           

3               11             9               9               
9.4            34.4           28.1           28.1           

5               14             10             3               
15.6           43.8           31.3           9.4            

7               19             11             8               
15.6           42.2           24.4           17.8           

4               3               10             23             
10.0           7.5            25.0           57.5           

2               14             14             27             
3.5            24.6           24.6           47.4           

-                8               3               3               
-                57.1           21.4           21.4           

広田２ Ｎ＝32

甲東１ Ｎ＝32

不明・無回答 Ｎ＝14

甲東２ Ｎ＝45

山口 Ｎ＝40

塩瀬 Ｎ＝57

Ｎ＝35

大社２ Ｎ＝30

広田１ Ｎ＝24

全体 Ｎ＝494

浜脇１ Ｎ＝51

上段:度数
下段:％

小
学
校
区
別

（
小
ブ
ロ

ッ
ク

）

浜脇２ Ｎ＝31

鳴尾１ Ｎ＝26

鳴尾２ Ｎ＝19

上甲子園 Ｎ＝58

大社１
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94

76

36

134

223

310

279

81

0 0

76

183

323

0

50

100

150

200

250

300

350

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

待
機
児
童
数
（
人
）

保
育
所
等
定
員
（
人
）

小規模保育等定員

認定こども園定員

保育所定員

待機児童数

資料：こども支援局 

※認定こども園定員：２号、３号の定員 

小規模保育等定員：家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業を実施する施設の定員 

図表●  

病児保育事業の満足度 

資料：子ども・子育て支援のためのアンケート調査結果報告書（平成 29 年３月） 

全体的に不満傾向が

高く、供給量の少ない

地域で特に満足度が

低い 

図表 4-2-3 保育所等の定員と待機児童数の推移（各年度４月１日現在） 
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次回以降の会議でお示しします。また、ここでは子ども・子育て支援事業計画策定指針で定

められている以下の必須事項を記載します。 

○教育・保育の量の見込み及び確保方策 

○時間外保育事業（延長保育事業）の量の見込み及び確保方策 

○多様な主体の参入促進事業（巡回支援事業）の量の見込み及び確保方策 

○一時預かり事業（幼稚園の預かり保育事業）の量の見込み及び確保方策 

○病児保育事業の量の見込み及び確保方策 

○認定こども園の普及に係る基本的な考え方や目標設置数、設置時期について 

 ○幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援等について 

 ○教育・保育の役割について 

 ○質の高い教育・保育の提供について 

 ○認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校等との連携について 

 

 

 

 

 
  

成果指標（案） 基準値 目標値 

   

   

   

課題解決に向けて・今後の方向性 
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13.1 

18.8 

79.3 

13.1 

3.0 

3.5 

8.2 

5.9 

26.0 

45.1 

45.8 

4.1 

3.5 

12.2 

2.2 

25.5 

31.5 

61.7 

2.8 

3.5 

12.8 

7.0 

25.9 

55.7 

37.6 

3.7 

3.6 

12.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

一人で

兄弟姉妹と

友だちと

保護者や

祖父母（大人）と

地域の人と

その他

不明・無回答

(全体 N=1,214)

平日の放課後 土曜日 日曜日・祝日 長期休業中（夏休み・冬休み等）

（％）

26.6 

30.1 

69.7 

28.2 

1.2 

5.4 

2.4 

11.4 

34.3 

32.9 

66.6 

3.0 

5.2 

2.9 

4.9 

32.8 

25.2 

76.4 

2.5 

4.5 

3.2 

15.7 

37.1 

38.5 

56.1 

0.9 

5.1 

5.4 

0.020.040.060.080.0

（％）

（２）放課後の子供の居場所づくり 

２ 放課後の子供の居場所の充実 

 

 

 

 

○国では全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができる

よう総合的な放課後対策として「放課後子ども総合プラン」の整備を推進しています。 

○本市においても子育て支援でもっと力を入れてほしいこととして「子供が安心して遊べ

る場所づくり」が最も高い結果となり、安全・安心な放課後対策が求められています。 

○また現在、多くの子供が放課後は「自分の家」で過ごしていますが、保護者が希望する場所

としては「公園」が最も高くなっています。 

○留守家庭児童育成センターについては増大する保育需要に加え、高学年の受入などが課

題となっています。 

○「留守家庭児童育成センター」のほか、「子供の居場所づくり事業」、「放課後子供教室」、

「児童館」といった様々な事業で放課後対策が進められており、西宮の全ての子供の育

ちを支援する観点から、それぞれで実施している事業の連携を図り、総合的な放課後対

策を検討していく必要があります。 

 

 

 

図表● 放課後を誰と過ごすかの比較（現在と今後の希望） 

【現在】                 【今後の希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現 状・課 題 
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25.8 

0.8 

4.9 

22.7 

16.4 

21.5 

6.9 

7.2 

0.5 

46.2 

1.2 

1.0 

8.2 

39.6 

3.5 

1.5 

19.0 

15.5 

9.3 

2.9 

1.3 

0.2 

30.7 

0.9 

13.9 

12.7 

47.0 

6.0 

1.3 

9.0 

9.6 

5.3 

1.5 

0.2 

0.2 

28.1 

0.3 

23.9 

13.2 

32.8 

12.8 

2.7 

10.2 

17.0 

14.7 

5.5 

8.2 

1.1 

25.5 

1.0 

10.5 

12.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

自分の家で

祖父母や

親戚の家で

友だちの家で

学習塾や

習い事教室で

児童館や図書館、

公民館等の公共の

施設で

学校で（子供の

居場所づくり

事業含む）

放課後子供

教室で

留守家庭

児童育成

センターで

民間の

学童保育で

公園で

放課後等デイ

サービスで

その他

不明・無回答

平日の放課後 土曜日

日曜日・祝日 長期休業中（夏休み・冬休み等）

（％）

61.7 

2.1 

14.6 

36.2 

5.3 

5.6 

0.3 

10.0 

0.5 

32.8 

1.2 

2.3 

2.2 

61.7 

2.1 

14.6 

36.2 

5.3 

5.6 

0.3 

10.0 

0.5 

32.8 

1.2 

2.3 

2.2 

73.1 

8.4 

3.0 

13.3 

2.4 

3.7 

0.1 

0.1 

0.0 

18.5 

0.2 

27.2 

3.5 

69.5 

19.4 

6.4 

13.8 

5.5 

1.5 

0.1 

9.8 

0.8 

17.0 

1.0 

11.8 

5.4 

0.020.040.060.080.0

（％）

図表● 放課後をどこで過ごすかの比較（現在と今後の希望） 

【現在】          【今後の希望】 
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図表● 市立小学校児童数（１～３年生）と育成センター利用数・需要率 

資料：西宮市子ども支援局「育成センター利用児童数」（5/1 現在）、西宮市教育委員会「小学生児童数」

（5/1 現在） 

※育成センター需要率：「育成センター利用児童数」÷「小学生児童数（１～３年生）」×100 

12,979 

14,850 13,837 

2,184 2,641 
3,105 

16.8%

17.8%

22.4%

10%

15%

20%

25%
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需
要
率

児
童
数
（
人
）

小学生児童数（1～3年生） 育成センター利用児童数

育成センター需要率
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次回以降の会議でお示しします。また、ここでは子ども・子育て支援事業計画策定指針で定

められている以下の必須事項を記載します。 

○放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成センター）の量の見込み及び確保方策 

また、次世代育成支援行動計画策定指針等で定める放課後子ども総合プランに基づく行動計

画についても以下のとおり記載します。 

 

 

■今後の主な取り組み（国の放課後子ども総合プランに基づく行動計画） 

市が取り組むべき項目 本市の方針 

放課後児童クラブの平成31年度に達成

されるべき目標事業量 
 

一体型の放課後児童クラブ及び放課後

子ども教室の平成 31 年度に達成される

べき目標事業量 

 

放課後子ども教室の平成31年度までの

整備計画 
 

放課後児童クラブ及び放課後子ども教

室の一体的な、又は連携による実施に

関する具体的な方策 

 

小学校の余裕教室等の放課後児童クラ

ブ及び放課後子ども教室への活用に関

する具体的な方策 

 

放課後児童クラブ及び放課後子ども教

室の実施に係る教育委員会と福祉部局

の具体的な連携に関する方策 

 

地域の実情に応じた放課後児童クラブ

の開所時間の延長に係る取り組み 
 

 

成果指標（案） 基準値 目標値 

   

   

   

 

  

課題解決に向けて・今後の方向性 



 

26 

15,299 15,635 15,874 16,153 16,079 16,067 

2,567 2,687 2,898 3,059 3,235 3,428 

381 382 393 385 382 390 

885 937 
1,047 1,091 

1,174 1,263 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

（人）（人）

身体障害者手帳（全体）
療育手帳（全体）
身体障害者手帳（０～17歳）
療育手帳（０～17歳）

（３）障害のある子供への支援の充実 

３ 障害のある子供への支援の充実 

 

 

 

 

○身体障害者手帳所持者数は概ね横ばいで推移していますが、発達障害を含む療育手帳所持者

が年々増加しています。 

○潜在的なニーズも含め、何らかの形での支援を必要とする子供の数は、子供（0 歳以上

18 歳未満）の人口の約 11％程度（西宮市児童発達支援センター等施設整備事業基本計画

における推計）いるものと推測され、平成 29 年３月末現在の子供の人口でみると約 9,300

人存在するものと推定しています。 

○こども未来センターでは、診療待ち期間を短縮するため、医師の増員等により診療体制

の充実を図ったほか、診療待ちの児童の保護者を対象に、子育ての不安を軽減するため

の事業を拡充しています。 

 ○こども未来センターだけでなく家庭や学校園も含め、あらゆる場面において、支援が必

要な子供がそれぞれの成長過程や発達段階に応じた支援が受けられるよう関係者・機関

との情報共有が必要です。 

○普段の生活の大半を過ごす幼稚園、保育所、小学校等の学校園においては、専門性の向

上と受入態勢の強化を図る必要があります。 

○一般市民向けに発達障害等の啓発を進め、障害への理解が進み、子供たちが暮らしやす

い社会づくりを進めていく必要があります。 

 

 

図表● 障害のある児童数の状況（西宮市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：健康福祉局 

現 状・課 題 
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 図表● 旧わかば園における相談実績［H27.9～こども未来センター］（西宮市） 

 

 

 

 

 

図表● 旧わかば園における診察実績［H27.9～こども未来センター］（西宮市） 
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電話 来所 訪問 その他
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359 
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1,367 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 
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資料：こども支援局 

計 2,373 

計 4,321 

（件） 

（人） 

計 833 

計 1,726 

資料：こども支援局 
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図表● 子供が障害の診断・判定を受けた頃のご家族の不安や悩み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

34.0 

29.9 

42.5 

49.4 

26.1 

20.4 

52.5 

19.5 

22.1 

11.2 

7.8 

0% 20% 40% 60% 80%

介護などのために利用できる福祉

サービスの種類・内容がわからなかった

通園施設等の療育施設が

十分になかった

障害のことや療育について相談できる

医療機関がわからなかった

障害のことや療育について相談できる

相談窓口がわからなかった

医療費などの助成を受けられるかどうか

わからなかった

仕事を続けられないなど

仕事上の問題が生じた

成長段階に応じて、適切かつ継続的に

支援を受けられるかわからなかった

適切な治療を受けられる医療機関が

十分になかった

保健所・保健福祉センターや医療機関に

相談しても、適切な情報提供、助言・指導
を受けられなかった

そのほか

不明・無回答

N=421

資料：西宮市障害者等実態調査結果 
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次回以降の会議でお示しします。 

 

 

 

 

 

 

成果指標（案） 基準値 目標値 

   

   

   

 

 

 

  

課題解決に向けて・今後の方向性 
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（４）妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援 

４ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援 

 

 

 

 

○近年、少子化や核家族化により、自身の子供が生まれるまで乳児と接したことがない親が増

え、育児の経験が乏しいことによる知識不足や、ネット検索で多くの情報に接することで不

安感を抱える親が増えています。 

○妊娠期から正確な情報を提供するなど親の育児不安の解消を図り、安心して出産、子育てが

できる支援体制が求められています。 

○産婦の約１割が産後うつ病の症状を感じるといわれており、発症した場合は母親の健康状態

だけでなく、育児や子どもの成長・発達に影響を与える可能性があるため、 早期発見・早期

支援が重要です。 

○そのため、母子健康手帳を交付する際に、保健師が直接面談する機会を持つことや、健

やか赤ちゃん訪問事業で生後２か月頃の乳児がいる全ての家庭を訪問し、支援が必要な

家庭の把握に努めていく必要があります。 

○特に支援が必要な家庭を対象として実施していた養育支援訪問事業については、新たに「妊

娠や子育てに不安を持ち支援を希望する家庭」や「公的な支援につながっていない子供（健

診の谷間にある子供、３歳 ～５歳児で保育所、幼稚園等に通っていない子供）のいる家庭」

を対象とし事業を拡充することが国で検討されています。 

○事業が拡充された場合、現体制では対応することが困難であり、新たな事業の担い手を確保

する必要があります。 

 

図表● 平成 26 年度 母の年齢階級別出生数（西宮市） 

 

19歳以下, 31人

20～24歳, 207人

25～29歳, 

1,031人

30～34歳, 

1,691人

35～39歳, 

1,204人

40～44歳, 272人

45歳以上, 7人

現 状・課 題 

資料：健康福祉局 
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図表● 養育支援ネット受理件数（西宮市） 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

件数 228 件 278 件 271 件 314 件 339 件 370 件 

 

養育支援ネット：未熟児等、養育上支援を必要とする妊婦や乳幼児家庭を早期に把握し支援していくために、医

療機関から保健所に文書で情報提供が来るシステム 

 

 

図表● 乳幼児健診受診率の推移（西宮市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表● 保健師の訪問指導の実施状況（西宮市） 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

妊産婦 810 件 551 件 653 件 783 件 960 件 858 件 

乳児 876 件 612 件 738 件 857 件 1,045 件 1,007 件 

幼児 264 件 188 件 250 件 490 件 467 件 532 件 

その他 93 件 96 件 95 件 76 件 111 件 74 件 

合計 2,043 件 1,447 件 1,736 件 2,206 件 2,583 件 2,471 件 

 

 

 

  

資料：健康福祉局 

資料：健康福祉局 

資料：健康福祉局 

96.3

97.2

96.4

98.2
97.2

97.9

95.5

97.6

95.3 96.1 96.3 95.6

91.9 92.0 

93.6 

91.3 

93.6 
94.3 

85.0

90.0

95.0

100.0

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

（％）

４か月 １歳６か月 ３歳
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次件以降の会議でお示しします。また、ここでは子ども・子育て支援事業計画策定指針で定

められている以下の必須事項を記載します。 

○乳児家庭全戸訪問事業（健やか赤ちゃん訪問事業）の量の見込み及び確保方策 

○養育支援訪問事業（育児支援家庭訪問事業）の量の見込み及び確保方策 

 ○妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健康診査費用助成事業）の量の見込み及び

確保方策 

また、ここでは母子保健計画に基づく目標値を設定します。 

 

 

 

 

 

 

成果指標（案） 基準値 目標値 

   

   

   

 

  

課題解決に向けて・今後の方向性 
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（５）地域の子育て支援の充実 

５ 地域の子育て支援の充実 

 

 

 

 

○約４割が教育・保育施設や地域型保育事業に通園せず家庭で保護者と過ごしています。

特に０歳児～２歳児については、８割以上の児童が家庭で保護者と過ごしています。 

○子育ての孤立化が子育てへのストレスを生み、児童虐待やネグレクトなど深刻な問題に

発展する可能性があることから孤立化を防ぐ取組みや居場所づくりが求められています。 

○本市では気軽にいつでも自由に集い、子育て仲間と交流し、子育てに関する相談や情報

提供等の支援が受けられる常設の場「子育てひろば（地域子育て支援拠点事業）」を積極

的に整備してきました（平成 21 年度 10か所⇒平成 31 年度 20 か所）。 

○今後は、空白地域への対策や行動が活発になる２歳児～３歳児の子供を持つ家庭の居場

所の確保などを進めていく必要があります。 

 ○子供の発達や育児に関する悩みだけでなく、一日中子供と向き合い続ける中で、自分の

時間が持てず子育てを負担に感じてしまうことが見受けられます。 

  そのため、保護者がリフレッシュできる場として一時的に子供を預けることができる場

の充実が求められます。 

 ○市内の保育所 18 か所で一時預かり事業を実施していますが、保育所に入所できなかった

家庭の利用が高まり、地域によっては利用ニーズに応えられていない状況があります。 

 

 

13.09%

31.55%

33.03%
28.96% 28.98% 28.47%

0.52%
（23人）

52.33% 64.09% 66.64%

86.91%

68.45% 66.44%

18.71%

6.92% 4.89%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

2号、3号 1号認定等 在家庭等

(222人)

(3,024人)

(1,292人)

(308人)

(2,849人)

(1,288人)

(839人)

(1,299人)

(2,347人)

(1,470人）

(2,957人)
(2,933人)

(3,717人)

(1,352人)
(560人)

(4,277人) (4,285人) (4,450人) (4,485人) (4,445人) (4,538人)

0～5歳児：26,480人

在家庭等：10,976人 41.45%

1号認定等（認定こども園、幼稚園）

：8,243人 31.13%

2号、3号認定（認定こども園、保育所、地域型）

：7,261人 27.42%

図表● 平成 29 年度の年齢別就学前児童の居場所（西宮市） 

資料：西宮市こども支援局「就学前児童数」（4/1 現在）、西宮市教育委員会「１号認定等（認定こども園、

幼稚園）」（5/1 現在）「２号、３号認定（認定こども園、保育所、地域型）」（4/1 現在） 

現 状・課 題 
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44.4

37.2

22.6

10.1

25.5

11.8

8.9

22.6

35.9

42.9

1

7.1

24.3

5.6

30.6

6.9

13.2

17.3

8.4

37.9

13.4

3.8

29.2

36.9

19.4

12.3

21.8

30.6

22.6

6.9

27.7

22

46.8

1.1

8.1

21.3

5.8

19.9

9.5

13.6

15.6

6.8

27.2

16.1

5.7

33.2

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

子供の発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

子供の病気や障害に関すること

その他

特にない

育児の方法がよくわからないこと

自分の子育てに自信が持てないこと

子供との接し方がよくわからないこと

子供との時間や家族での時間が十分にとれないこと

自分の時間が十分にとれないこと

子供を叱りすぎているような気がすること

子供や子育てに興味が持てないこと

その他

特にない

話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分できないこと

家族と子育てに関して意見が合わないこと

子育てに関して家族の協力が少ないこと

家族以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場等

まわりの見る目が気になること

子育てによる心身の疲れやストレスがたまること

経済的な理由で十分な教育や子育てができていないこと

その他

特にない

就学前 小学生

図表● 不安や負担等に感じること、また気になることについて 

資料：子ども・子育て支援のためのアンケート調査結果報告書（平成 29 年３月） 
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満足 やや満足 やや不満 不満

182 316 231 112
21.6           37.6           27.5           13.3           

24             34             30             14             
23.5           33.3           29.4           13.7           

11             23             10             5               
22.4           46.9           20.4           10.2           

14             14             10             2               
35.0           35.0           25.0           5.0            

5               8               5               5               
21.7           34.8           21.7           21.7           

29             55             16             6               
27.4           51.9           15.1           5.7            

19             28             21             8               
25.0           36.8           27.6           10.5           

11             13             16             9               
22.4           26.5           32.7           18.4           

14             22             14             6               
25.0           39.3           25.0           10.7           

5               16             14             10             
11.1           35.6           31.1           22.2           

9               29             19             4               
14.8           47.5           31.1           6.6            

12             21             22             12             
17.9           31.3           32.8           17.9           

9               12             14             7               
21.4           28.6           33.3           16.7           

15             33             33             20             
14.9           32.7           32.7           19.8           

5               8               7               4               
20.8           33.3           29.2           16.7           

Ｎ＝101

広田１ Ｎ＝56

広田２ Ｎ＝45

甲東１ Ｎ＝61

大社２ Ｎ＝49

不明・無回答 Ｎ＝24

甲東２ Ｎ＝67

山口 Ｎ＝42

塩瀬

鳴尾１ Ｎ＝40

鳴尾２ Ｎ＝23

Ｎ＝106

大社１ Ｎ＝76

上甲子園

全体 Ｎ＝841

浜脇１ Ｎ＝102

浜脇２ Ｎ＝49

上段:度数
下段:％

小
学
校
区
別

（
小
ブ
ロ

ッ
ク

）

満足 やや満足 やや不満 不満

82 174 166 58
17.1           36.3           34.6           12.1           

8               18             15             6               
17.0           38.3           31.9           12.8           

6               7               10             3               
23.1           26.9           38.5           11.5           

4               11             6               -                
19.0           52.4           28.6           -                

1               4               6               3               
7.1            28.6           42.9           21.4           

9               24             23             6               
14.5           38.7           37.1           9.7            

6               12             17             8               
14.0           27.9           39.5           18.6           

6               10             11             4               
19.4           32.3           35.5           12.9           

7               13             15             3               
18.4           34.2           39.5           7.9            

5               13             14             3               
14.3           37.1           40.0           8.6            

8               8               7               3               
30.8           30.8           26.9           11.5           

14             21             7               6               
29.2           43.8           14.6           12.5           

3               5               9               6               
13.0           21.7           39.1           26.1           

4               22             25             7               
6.9            37.9           43.1           12.1           

1               6               1               -                
12.5           75.0           12.5           -                

広田２ Ｎ＝35

甲東１ Ｎ＝26

不明・無回答 Ｎ＝8

甲東２ Ｎ＝48

山口 Ｎ＝23

塩瀬 Ｎ＝58

Ｎ＝43

大社２ Ｎ＝31

広田１ Ｎ＝38

全体 Ｎ＝480

浜脇１ Ｎ＝47

上段:度数
下段:％

小
学
校
区
別

（
小
ブ
ロ

ッ
ク

）

浜脇２ Ｎ＝26

鳴尾１ Ｎ＝21

鳴尾２ Ｎ＝14

上甲子園 Ｎ＝62

大社１

 

  

図表●  

一時預かり事業の満足度 

図表●  

にしのみやしファミリー・ 

サポート・センターの満足度 

資料：子ども・子育て支援のためのアンケート調査結果報告書（平成 29 年３月） 

資料：子ども・子育て支援のためのアンケート調査結果報告書（平成 29 年３月） 

提供会員の少ない北

部では満足度が低い 

供給量の少ない地域

で満足度が低い 
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次件以降の会議でお示しします。また、ここでは子ども・子育て支援事業計画策定指針で定

められている以下の必須事項を記載します。 

○利用者支援事業（子育てコンシェルジュ）の量の見込み及び確保方策 

○地域子育て支援拠点事業（子育てひろば）の量の見込み及び確保方策 

○一時預かり事業（保育所等の一時預かり事業）の量の見込み及び確保方策 

○子育て援助活動支援事業（にしのみやファミリー・サポート・センター事業） 

の量の見込み及び確保方策 

 

 

 

 

 

 

成果指標（案） 基準値 目標値 

   

   

   

 

  

課題解決に向けて・今後の方向性 



 

37 

（６）社会的な支援が必要な子供・家庭への支援 

６ 社会的な支援が必要な子供・家庭への支援 

 

１ 子供の貧困対策及びひとり親家庭支援の充実 

 

 

 

 

 

 

国では、子供の将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、貧困の状況

にある子供が健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を図ることを目

的に、平成 25 年に「子供の貧困対策の推進に関する法律」が制定され、この法律に基づい

て平成 26 年に「子供の貧困対策に関する大綱」が策定されました。 

本市においても、家庭の経済的な要因はもとより生活実態の改善によるものを含め、全て

の子供の健全な成長を支えるための方策を検討するため、平成 28 年度に「西宮市子育て世帯

の経済状況と生活実態に関する調査」及び「関係機関へのヒアリング調査」を行いました。 

 調査結果から、以下の現状がわかってきました。 

 

【分析の視点】 

 相対的貧困世帯 

 等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）

の中央値の半分を相対的貧困水準とする国の定義に基づき、世帯収入が国民生活

基礎調査における相対的貧困水準以下の世帯 

 生活困難世帯 

 ①生活必需品の非所有、②ライフライン関連費用の支払困難経験、③生活必需品

の購入困難経験のいずれかに該当する相対的貧困世帯以外の世帯 

 生活困難ではない世帯 

 相対的貧困世帯・生活困難世帯の定義に関わる質問のすべてに件答し、しかもい

ずれの定義にも当てはまらない世帯 

 相対的貧困・生活困難世帯の割合 

世帯類型 小学生世帯 中学生世帯 

相対的貧困世帯 101 世帯（6.9％） 89 世帯（6.7％） 

生活困難世帯 181 世帯（12.4％） 159 世帯（11.9％） 

生活困難ではない世帯 1,046 世帯（71.5％） 921 世帯（69.0％） 

その他世帯※  135 世帯（9.2％） 165 世帯（12.4％） 

※相対的貧困世帯及び生活困難世帯の定義に関する質問のいずれかが無件答があった世帯をその他

世帯としています。  

○既存施策の充実、新たな支援施策の検討が必要 

○複合的な要因に対応できる体制の整備・強化が必要 

現 状・課 題 
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25.6 

15.7 

48.6 

42.7 

13.9

12.4

7.8 

16.9 

2.2 

7.9 

2.0 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生全体（N=1,334）

中学生相対的貧困世帯

（N=89）

理解している だいたい理解している どちらともいえない

あまり理解していない 理解していない 無回答・不明

39.4 

20.8 

46.5 

53.5 

8.7

12.9

2.5 

6.9 

1.1 

4.0 

1.8 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生全体（N=1,463）

小学生相対的貧困世帯

（N=101）

いつもよくわかる だいたいよくわかる どちらともいえない

あまりよくわからない よくわからない 無回答・不明

 調査結果より、特に教育の面において特徴的な課題がみられました。 

 

●学校の授業について 

 小学生・中学生ともに、相対的貧困世帯では、「いつもよくわかる」、「理解している」の件

答が全体よりも少なくなっており、家庭の経済状況と子供の学力との間に強い関連があるこ

とがうかがえるため、授業の理解度の差を解消するための支援が必要です。 

 

図表● 学校の授業がよくわかりますか（小学生）／学校の授業をどのくらい理解していますか（中学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●進学意欲について 

 相対的貧困世帯の方が、「大学まで」、「大学院まで」が少なくなっているものの、６割以上

の方が大学への進学を希望しており、全国調査の結果を上回っているため、子供の学習・進

学に対する意欲を向上させる取り組みの充実が必要です。 

 

図表● 将来どれくらいまで進学したいと思いますか（中学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：西宮市子育て世帯の経済状況と生活実態に関するアンケート調査結果 

資料：西宮市子育て世帯の経済状況と生活実態に関するアンケート調査結果 

0.2 

6.9 

6.2 

2.2 

74.1 

6.5 

2.1 

1.7 

0.0 

11.2 

12.4 

2.2 

62.9 

2.2 

3.4 

5.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

中学校まで

高等学校まで

専門学校まで

（高卒後に進学するもの）

短期大学・

高等専門学校まで

大学まで

大学院まで

その他

無回答・不明

中学生全体（N=1,334）

中学生相対的貧困世帯（N=89）

（％）

相対的貧困世帯にお

いても大学への進学

意欲が高い 

相対的貧困世帯

の方が授業の理

解度が低い 
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43.4 

34.7 

31.3 

42.6 

40.4 

36.7 

42.0 

39.4 

11.7

18.4

19.1

11.7

3.4 

6.1 

6.1 

6.4 

1.1 

4.1 

1.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難ではない世帯

（N=1,046）

相対的貧困／生活困難世帯

教育姿勢低（N=49）

相対的貧困／生活困難世帯

教育姿勢中（N=131）

相対的貧困／生活困難世帯

教育姿勢高（N=94）

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

無回答・不明

小学生

●保護者の教育重視の姿勢と子供の自尊感情 

 経済状況に関わらず、保護者が教育を重視する姿勢を持つことが、経済的な不利を補って

子供の自尊感情に肯定的な影響を与えていることがうかがえるため、保護者に対して子供の

学習意欲を高めることへの重要性を啓発していく必要があります。 

また、中学生では、保護者の教育姿勢が低い場合、生活困難ではない世帯と比較して、子

供の自尊感情の肯定的な割合に大きな差が出ているため、小学生のうちから保護者に対する

啓発を進めることが必要です。 

 

図表● あなたは、自分のことについてどう思いますか／「自分にはよいところがあると思う」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：西宮市子育て世帯の経済状況と生活実態に関するアンケート調査結果 

34.3 

16.2 

26.7 

40.7 

43.6 

40.5 

42.5 

33.7 

13.6 

21.6 

15.0 

17.4 

7.3 

13.5 

11.7 

5.8 

1.2 

8.1 

4.2 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難ではない世帯

（N=921）

相対的貧困／生活困難世帯

教育姿勢低（N=37）

相対的貧困／生活困難世帯

教育姿勢中（N=120）

相対的貧困／生活困難世帯

教育姿勢高（N=86）

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

無回答・不明

中学生

経済状況に関わらず、保

護者の教育姿勢が高いと

子供の自尊感情は高い 

中学生では、保護者の教

育姿勢が与える子供の自

尊感情への影響が大きい 
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●ひとり親家庭の状況 

西宮市における相対的貧困世帯のおよそ６割がひとり親世帯であり、母子世帯における相

対的貧困率は過半数を超えています。母子世帯の生活困窮問題は、すでに長年指摘されてき

たところですが、本市においても顕著に表れています。 

 

図表● 保護者の婚姻の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●貧困の連鎖のメカニズム 

本市においても、家庭の経済的貧困・生活困難は、学力をはじめ、基本的な生活習慣や通

学・進学する意欲、あるいは、自尊感情、他者との関係、文化的体験等々、ありとあらゆる

分野において、マイナスの影響を及ぼしています。 

こうした複合的な要因（経済的な要因、文化的な要因、人間関係的な要因）が相互に関連

していくことで、貧困の度合いが、さらに根深く深刻なものとなっていくとともに、親から

子へと引き継がれる「貧困の連鎖」を生み出しています。その一方で、親が教育を重視する

姿勢を持つことが、子供の自尊感情の面では、経済的な不利を補えることもうかがえます。 

子供の貧困問題を解決に近づけるためには、複数の要素からなる「負の連鎖」を一つずつ

打破していくことが必要であると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「文化的要因」とは、いわゆる「文化的な体験」の多寡だけではなく、家庭の生活習慣や子育て・

教育に対する保護者の態度、価値観などを含む、生活文化の総体を指す表現として用いています。  

 

・家庭の学習環境の不備 

・通塾等の費用の不足 

・進学の費用の不足 

 

経済的要因 

 

 

 

 

・基本的生活習慣の未確立 

・保護者の教育的姿勢 

・多様な体験の不足 

 

文化的要因 ※ 

 

 

 

 

・保護者の孤立 

・友人関係からの疎外 

・進学・就職のモデルの不在 

 

 

人間関係的要因 

 

 

 

貧 困 の 連 鎖 

資料：西宮市子育て世帯の経済状況と生活実態に関するアンケート調査結果 

83.4 

7.1 

7.0 

1.0 

0.6 

0.4 

0.5 

30.7 

3.0 

49.5 

6.9 

6.9 

3.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

結婚している（同居している）

（事実婚を含む）

結婚している

（単身赴任等で別居している）

結婚していない（離婚した、または

離婚に等しい状況で別居している）

結婚していない（死別した）

結婚していない

（結婚したことがない）

その他

無回答・不明

小学生全体

（N=1,463）

小学生相対的貧困世帯

（N=101）

（％）

79.3 

10.9 

7.6 

0.9 

0.5 

0.1 

0.7 

38.2 

1.1 

51.7 

6.7 

2.2 

0.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

結婚している（同居している）

（事実婚を含む）

結婚している

（単身赴任等で別居している）

結婚していない（離婚した、または

離婚に等しい状況で別居している）

結婚していない（死別した）

結婚していない

（結婚したことがない）

その他

無回答・不明

中学生全体

（N=1,334）

中学生相対的貧困世帯

（N=89）

（％）

相対的貧困世帯に占める

ひとり親世帯の割合が多

い 
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子供の貧困対策において、貧困の連鎖を断ち切るための施策が必要となります。 

アンケート調査結果からは、相対的貧困世帯、生活困難世帯の子供の学力が低くなりがち

であり、学校を楽しいと思うかどうかや、授業の理解度、家庭学習の時間、宿題の履行等に

おいても、生活困難ではない世帯との差が生じることが示されています。また、相対的貧困

世帯は、全体と比較して両親の学歴が低い傾向にあり、そのことが就労状況や収入に影響し

ていると考えられます。 

西宮市では、家庭の経済状況や家庭環境に関わらず、子供たちが学習習慣を身に着け、学

習に対する意欲を向上させることを目的とし、教育・学びに関する支援を優先課題として取

り組みます。 

しかし、貧困の連鎖には複合的な要因が相互に関連しているため、教育・学びに関する支

援だけでなく、幅広い支援施策が必要となります。 

この現状を踏まえた今後の方向性として、次の４つの視点で進めていきます。また、相対

的貧困世帯に占めるひとり親世帯の割合及びひとり親世帯に占める相対的貧困世帯の割合は

ともに過半数を超えているため、子供の貧困対策とひとり親支援を合わせて取り組んでいく

必要があります。 

 

①今ある資源の活用 

既存の支援施策があるにも関わらず、支援が必要な対象者に届いていない状況を改善する

ために、支援が必要な対象者に対して、「今ある資源（支援施策）に確実につなげる」ことに

取り組みます。 

 

②新たな支援施策の検討 

「求められる支援策」と「既存の支援施策」を的確にマッチングし整理していく中で、既

存の施策では対応できていない支援を洗い出し、それを充足させるために必要な新たな支援

施策を検討していきます。 

 

③切れ目のない支援 

子供の貧困の背景にある家庭の子育てや、生活全般を継続的に支援していくために、子供

の発達・成長段階に応じて、切れ目なく支援することができる体制整備に取り組みます。 

 

④ネットワークの形成 

支援を必要としている対象者に、的確に支援をつなげていくためには、福祉部門や教育部

門のほか、部局を超えた行政機関の連携はもとより、地域や民間団体の協力連携が不可欠で

あり、それぞれをつなぐ役割を果たすネットワークの構築に取り組みます。 

 

成果指標（案） 基準値 目標値 

   

     

課題解決に向けて・今後の方向性 
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２ 児童虐待防止対策の充実 

 

 

 

 

 

 

全国の児童相談所に寄せられる児童虐待に関する相談件数は、統計を取り始めた平成２年

から増加の一途を辿っており、近年の傾向として、警察との連携強化により面前ＤＶ（児童

が同居する家庭における配偶者に対する暴力事案）についての通報が増えたこともあります。 

児童福祉法等の一部を改正する法律案（平成 28 年３月 29 日閣議決定）において、国・地

方公共団体の役割・責務を児童福祉法に明確化し、市町村は、基礎的な地方公共団体として、

身近な場所における支援業務を適切に行うことが求められています。 

 

図表● 児童家庭相談件数の推移         図表● 児童家庭相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西宮市での児童家庭相談件数は全国と同様に増加傾向にあります。被虐待者の年齢をみる

と、就学前の児童が約半数を占め、主たる虐待者では実母が６割以上を占めています。これ

は、主に養育を担う母親が大きな負担を抱えていること、特に乳幼児期に子育てに困難を抱

えることを示しています。また、心理的虐待（面前ＤＶ含）が増加しており、社会的な支援

を得られない状況で保護者が追い詰められているとも考えられます。 

今後は、児童虐待の発生予防にさらに力を入れていくとともに、相談対応した児童や家庭

に対して切れ目のない支援が届くように努める必要があります。また、相談対応後の進行管

理を徹底するために、実務担当者会議の開催や援助方針に基づいた対応と管理が必要となっ

ており、ネットワークや事務局の体制強化が喫緊の課題となっています。 

 

  

○児童虐待の予防に力を入れる必要がある 

○児童虐待の対応に向けた体制の強化が必要 

現 状・課 題 

資料：こども支援局 

※Ｈ27 全国は速報値 

資料：こども支援局 

※受付した相談についての対応回数 
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図表● 虐待種別の推移              図表● 被虐待者の年齢の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表● 主たる虐待者の推移 
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本市においても児童福祉法の理念に則り、児童虐待の発生予防や支援を迅速かつ的確に行

うために、①児童虐待の予防について、②児童虐待相談や支援について、③児童虐待対応に

向けた連携強化、体制強化について、の３つの視点で対応を検討します。 

 

①児童虐待の予防について 

要保護児童対策協議会のネットワークを活用することで、要保護児童や家庭に必要な支援

を届けます。特に被虐待児の内半数の割合を占める就学前児童に対して、関係機関が既に実

施している事業やプログラムを組み合わせることで、児童虐待の予防に努めます。 

 

②児童虐待相談や支援について 

 専門的な相談や支援を実施するために職員の研修やスキルアップを図ることに加え、実務

担当者会議の中で進行管理を徹底します。また、会議の中で確認した援助方針や支援の方向

性に基づいて見守りや支援を行っていきます。 

 

③児童虐待対応に向けた連携強化、体制強化について 

 継続した支援を行うとともに進行管理を徹底するために体制強化を行います。また、厚生

労働省から技術的な助言として示された「市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置運営等に

ついて」を調査研究し、体制強化を目指します。 

 

各事業を推進することで、家庭での養育が困難で支援が必要な家庭や、子供の健康や成長

発達に影響を及ぼす可能性のある家庭など、ハイリスク家庭や虐待の疑いがある家庭に対し

て、支援業務を適切に行うことを目指します。 

 

 

 

  

課題解決に向けて・今後の方向性 
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1.2 

0.9 

1.8 

0.9 

88.9

89.1

8.1 

9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

小学生児童

働いていなかった 取得した（取得中）

取得していない 不明・無回答

30.6 

68.2 

25.5 

13.5 

12.3

16.5

1.2 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

小学生児童

働いていなかった 取得した（取得中）

取得していない 不明・無回答

（７）ワーク・ライフ・バランスの推進 

７ ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

 

 

 

○保護者が主体的に子育てに関わっていくためには、長時間労働の改善など、いわゆるワーク・

ライフ・バランスの推進が必要です。 

○父親の子育てへの参画に関する意識や意欲は以前よりは高まっているものの、依然として母

親が子育ての大半を担っている現状があります（p.○参照）。 

○「仕事との両立ができる職場環境」や「パートナーの育児参加や協力」は子育ての不安や負

担等を軽減するために大きなニーズがあることから、市としてもこのことに取組んでいく必

要があると考えます。 

 

 

 

図表● 仕事と子育ての両立に関する取り組みの実施状況  図表● 育児休業の取得状況（父親） 

 

 

 

 

 

 

図表● 育児休業の取得状況（母親） 
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0.3 

6.0 

0.7 

13.8 

0.0 10.0 20.0 30.0

育児休業が取得しやすい

職場環境（※１）

男性の育児休業

取得の奨励

育児休業からの

復帰計画を作成

企業内託児所の設置

短時間正社員制度を

導入

地域の保育所や

保育サービスと連携

半日・時間単位の

年休制度を設定（※２）

（％）

平成19年調査

平成21年調査

平成22年調査

平成25年調査

※１：平成22年調査以降は「育児休業・介護休業が取得しやすい職場環境」 

※２：平成 25 年度調査で新設された選択肢 

資料：西宮市労働実態基本調査（基準日は各年７月１日現在）、 

西宮市内事業所等現況調査（平成 21 年調査） 

資料：西宮市子ども子育て支援事業計画作成のための 

アンケート調査結果報告書（平成 26年３月） 

現 状・課 題 
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（全体 Ｎ＝3,458）

非常に必要 やや必要 あまり必要でない まったく必要でない 不明・無回答

図表● 子育ての不安や負担を軽減するために必要な支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：子ども・子育て支援のためのアンケート調査結果報告書（平成 29 年３月） 
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次件以降の会議でお示しします。 

 

 

 

 

 

 

成果指標（案） 基準値 目標値 

   

   

   

 

 

  

課題解決に向けて・今後の方向性 
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３．施策の展開 

基本目標１ すべての子供の健やかな育ちを支えるまちづくり 

第１章 乳幼児期の教育・保育環境の充実 

第１節 保育所の待機児童の解消 

 

第２節 教育・保育の質の向上 
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基本目標２ すべての子育て家庭を支えるまちづくり 

 

第５章 社会的な支援が必要な子供・家庭への支援 
 

第１節 子供の貧困対策、ひとり親家庭支援について 

（１）今ある資源の活用 

①「ひとり親家庭福祉のしおり」の改善 

相対的貧困世帯の過半数を占めるひとり親家庭への事業周知として、既存の「ひとり親家

庭福祉のしおり」を、利用者がわかりやすく使いやすいように改善します。また、配布部数

を増やし、より対象者の手に届きやすくします。 

【「ひとり親家庭福祉のしおり」の配布部数】 

平成 28 年度実績 500 部 ⇒ 平成 36 年度目標○○部 

 

②子供の貧困に関する研修会の実施 

子育て家庭に直接関わる支援者を対象とし、貧困家庭を取り巻く現状や既存の資源量を共

有することにより、既存資源のさらなる活用を図るとともに、直接関わる支援者のスキルア

ップに努めます。また、関係機関への現状の周知のため、関係機関が所管する会議等に出席

し説明を行います。 

 

③既存施策の底上げ 

既存の支援施策について、事業改善の必要性などを所管課と協議・調整します。既存施策

の底上げを図ることで、相対的貧困世帯が資源につながりやすくします。 

【具体例】 

１ 就学奨励金 

  対象者の負担を減らすために、入学用品分を入学前に支給できるよう、早期支給を実

施します。また、事業内容の充実に向けて検討します。 

 

 ２ スクールソーシャルワーカー 

   学校だけでは対応が難しい子供の抱える諸課題に、迅速かつ適切に対応するために、

スクールソーシャルワーカーの配置人数を増員し、子供に対する支援を強化します。 

  【スクールソーシャルワーカーの配置人数】 

   平成 28 年度実績３人 ⇒ 平成 36 年度目標○○人 

 

 ３ ヘルパー派遣 

   支援対象の条件緩和を行うとともに、広報を進める中で認知度向上に努めます。同時

に、委託先事業者の拡大を行うことで、妊娠や子育てに不安を持ち、支援を希望する家

庭からの需要増加に対応できるようにします。 

  【利用者数】 

   平成 28 年度実績 72 人 ⇒ 平成 36 年度目標○○人  

  社会的な支援が必要な子供・家庭への支援 ５ 
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 ４ 生活困窮世帯対象学習支援事業 

   事業対象者の拡大について検討します。 

   【利用者数】 

    平成 27年度実績 24 人 ⇒ 平成 36年度目標○○人 

 

 ５ 健やか赤ちゃん訪問事業 

   新たな広報活動や、里帰り出産等で長期不在時の対応、再訪問業務の効率化を進める

ことで把握率の向上を図ります。 

   【健やか赤ちゃん訪問事業における把握率】 

    平成 28年度実績 92％ ⇒ 平成 36年度目標○○％ 

 

 ６ 妊婦の保健師面接 

   妊娠届受理時に保健師面接ができていない妊婦に対して、ハイリスク妊婦を把握し、

適宜相談指導を行う等の取り組みを検討します。 

 

④効果的な情報提供・情報発信 

西宮市子育てアプリ「みやハグ」等を各所管課が活用し、所管する事業やイベントなどの

情報をより効果的に発信できるよう取り組みます。 

【情報提供・情報発信の件数】 

平成 28 年度実績０件 ⇒ 平成 36 年度目標○○件 

 

（２）新たな支援施策の検討 

①ひとり親家庭への学習支援の開設 

ひとり親世帯等を対象にした学習支援の開設に取り組みます。現在、厚生第１課が大学に

委託し実施している生活困窮者向けの学習支援事業の対象者を、児童扶養手当の全部支給者

に拡大し、ひとり親世帯の子供が将来社会で自立した生活を営むために、高校進学を後押し

する学習支援を行います。また、子供・保護者に対して、必要に応じた養育相談、カウンセ

リングも合わせて実施します。 

相対的貧困世帯の子供にとって、進学や就職のモデルとなる人が周囲にいないことも貧困

の連鎖の一つの要因であると指摘されています。利用する子供にとって、この支援が単なる

学習の場にとどまらず、大学生との交流の場として目指す将来像を描くきっかけとなること

にも期待しています。 

【学習支援の登録者数】 

平成 28 年度実績０人 ⇒ 平成 36 年度目標○○人 

 

②学校教育を受けるための支援施策の研究 

学習支援だけでなく、学校教育をきちんと受けるための支援についても対応策を研究して

いきます。 
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③母子家庭等就業・自立支援センター事業の研究 

就業相談から就業支援講習会の実施、就業情報の提供等一貫した就業支援サービスの提供、

養育費相談支援センターとの連携等について研究していきます。 

 

（３）切れ目のない支援 

①コーディネーターの採用 

子供の発達・成長段階に応じて、切れ目なく支援するため、コーディネーターを採用し、

福祉・教育・子育てをつなぐ役割を担います。 

具体的には、西宮市要保護児童対策協議会と連携を取り、相対的貧困世帯の子供が要保護

児童に陥らないよう、状況を改善できるよう支援に取り組みます。 

また、地域に存在する資源をつなぎ合わせることで、子供食堂等の充実に取り組みます。 

【コーディネーターの人数】 

平成 28 年度実績０人 ⇒ 平成 36 年度目標○○人 

 

（４）ネットワークの形成 

①「西宮市子供の生活応援連絡調整会議」の開催 

家庭の経済状況等生まれ育った環境に左右されることなく、子供が希望を持って健全に成

長できるように支援する方策を検討するため、「西宮市子供の生活応援連絡調整会議」を開催

します。 

【「西宮市子供の生活応援連絡調整会議」の開催件数】 

平成 28 年度実績１件 ⇒ 平成 36 年度目標○○件 
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②コーディネート機関会議の開催 

支援を必要とする人に効果的な支援が行えるように連携・調整を図るコーディネート機関

を設置し、連絡調整会議に向けた施策検討の協議を行い、子供の貧困対策に関する推進計画

の原案の作成を行います。 

【コーディネート機関会議の開催件数】 

平成 28 年度実績０件 ⇒ 平成 36 年度目標○○件 

 

図表● （仮称）西宮子供の生活応援ネットワーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③西宮市要保護児童対策協議会との連携 

西宮市要保護児童対策協議会とも連携を取り、代表者会議において現状や課題を共有し、

今後の連携について依頼していきます。 
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第２節 児童虐待防止対策の充実 

（１）児童虐待の予防について 

①健やか赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問事業）の強化 

新たな広報活動（例：専用のみやたんイラスト作成、新たな広報媒体の活用）や、里帰り

出産等で長期不在時の対応、再訪問業務の効率化を進めることで把握率の向上を図ります。

また、事業を担当する育児支援チームの体制強化も併せて行います。 

【把握率】平成 27 年度実績 92％ ⇒ 平成 36 年度目標○○％ 

 

②育児支援家庭訪問事業の推進 

ヘルパー派遣について、支援対象の条件緩和を行うとともに、広報を進める中で認知度向

上に努めます。同時に、委託先事業者の拡大を行うことで、妊娠や子育てに不安を持ち、支

援を希望する家庭からの需要増加に対応します。 

 

③子育て支援サービスの広報推進 

 本市の様々な子育て支援サービスの積極的な広報活動を行います。また、子育て家庭ショ

ートステイ事業、育児支援家庭訪問事業（ヘルパー派遣事業）について、市の HP、みやハグ

などの活用に加え、支援者に対しての研修や周知活動を行います。 

【研修件数】平成 28 年度実績２件 ⇒ 平成 36 年度目標○○件 

 

（２）児童虐待相談や支援について 

①児童虐待予防・対応マニュアル活用の推進 

平成 28 年度に作成した「西宮市児童虐待予防・対応マニュアル」を関係機関に配布し、活

用を求めていきます。また、マニュアルに加え作成した「ガイドブック」も活用し、早期発

見、早期対応に努めるとともに、配布に加え、各種研修の場での説明を行っていきます。 

【研修件数】平成 29 年度実績●件 ⇒ 平成 36 年度目標○○件 

 

②実務担当者会議の充実 

家庭状況をアセスメントし、適切に支援を継続することで、重症度を軽減することを目的

とした要保護児童の進行管理を徹底します。また、児童虐待相談や支援、情報共有において

漏れがないように、実務担当者会議の充実を図ります。さらに、会議の内容や進捗管理の方

法を改善するために、進行管理台帳を見直し、主担当機関、レベル（重症度）の明確化を進

めることで、確実な管理に努めます。 

 

（３）児童虐待対応に向けた連携強化、体制強化について 

①地区担当制の導入 

業務を迅速に進めていくために、学校数や保健福祉センター管轄地域に合わせて、家庭児

童相談員を地区ごとに配置し、関係機関の担当者との連携に努めます。 

【関係機関 巡件数】 
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②子ども家庭総合支援拠点についての調査研究 

厚生労働省からの技術的な助言に基づき示された、「市区町村子ども家庭総合支援拠点の設

置運営等について」の研究を行います。当市として、児童虐待の発生予防や支援を進めてい

くために、必要な職員の配置基準、必要な設備について研究を進めます。その上で、西宮市

での支援体制の強化、関係機関との連携強化策を具体的に検討します。 

 

図表● 支援体制のイメージ 
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基本目標３ 社会全体で子供・子育て家庭を支えるまちづくり 
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第５編 計画の推進にあたって 
 ※計画の推進に向けた体制や進捗管理の考え方について記載します 

 

１．計画の推進体制 

２．計画の進捗管理 

 

 

 

第６編 資料集 
 ※計画策定に関する資料を記載します 

 

１．評価指標一覧 

２．提供区域、量の見込み及び確保方策一覧 

３．子育て支援関連事業一覧 

４．審議会名簿、策定経過 

５．アンケートの概要、パブリックコメントの概要 
 

 

 


